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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期
第２四半期
累計期間

第41期
第２四半期
累計期間

第40期
第２四半期
会計期間

第41期
第２四半期
会計期間

第40期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 1,319,6221,155,096752,813 728,6203,705,755

経常利益（△損失）（千円） △194,556△267,983△33,954 △49,284 53,361

四半期（当期）純利益（△損失）

（千円）
△108,197△168,538△25,463 △34,164 31,137

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 759,037 759,037 759,037

発行済株式総数（株） － － 4,208,2704,208,2704,208,270

純資産額（千円） － － 1,560,4921,518,3081,699,883

総資産額（千円） － － 5,485,9305,265,8235,578,551

１株当たり純資産額（円） － － 370.82 360.80 403.94

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△損失金額）（円）
△25.71 △40.05 △6.05 △8.12 7.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 3.00

自己資本比率（％） － － 28.4 28.8 30.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
217,631 130,756 － － 197,628

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
12,366 20,174 － － △31,836

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△249,359△160,726 － － △349,079

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 703,072 529,351 539,146

従業員数（人） － － 278 266 268

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため記載しておりません。

４．第40期第２四半期累計（会計）期間及び第41期第２四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

５．第40期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

　また、当社には関係会社（当社の親会社、子会社、関連会社及びその他の関係会社）はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 266     

　（注）　従業員数には、顧問４人及び臨時従業員122人（当第２四半期会計期間における平均雇用人員数を１人１日８時

間で換算し算出）を含んでおりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社の事業は、環境計量証明事業並びにこれら関連業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセグメ

ントはありませんが、分野別の生産実績・受注状況・販売実績はつぎのとおりです。

　

(1）生産実績

分野
前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

環境調査（千円） 527,816 560,540

コンサルタント（千円） 60,018 54,907

その他（千円） 105,509 77,035

合計（千円） 693,344 692,484

　（注）　金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

分野

前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

受注高
（千円）

受注残高
（千円）

受注高
（千円）

受注残高
（千円）

環境調査 500,201 920,411 674,815 891,516

コンサルタント 90,663 379,606 60,361 370,865

その他 143,704 117,981 137,131 111,279

合計 734,569 1,417,999 872,308 1,373,661

　（注）　金額は販売価額によっており、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

分野
前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

環境調査（千円） 528,262 524,195

コンサルタント（千円） 70,053 70,193

その他（千円） 154,496 134,232

合計（千円） 752,813 728,620

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．販売実績に占める官公庁向けの割合は、前第２四半期会計期間174,761千円（23.2％）、当第２四半期会計期

間203,049千円（27.9％）であります。

３．販売高の季節変動について

当社が受注する物件の多くは事業年度末までを契約期間とする受託業務が多いことから、第４四半期会計期

間の販売高は、年間販売高の多くを占める季節変動を有しております。なお、直近３年間については、つぎの

とおりです。

 
第39期

平成21年３月期
第40期

平成22年３月期
第41期

平成23年３月期

 金額（千円）　
年間進捗率
（％）

金額（千円）　
年間進捗率
（％）

金額（千円）　
年間進捗率
（％）

第１四半期累計期間 679,48415.8 566,80915.3 426,475 －

第２四半期累計期間 1,633,35338.0 1,319,62235.6 1,155,096－

第３四半期累計期間 2,534,73858.9 1,941,66752.4 － －

通期 4,302,252100.0 3,705,755100.0 － －

　　

２【事業等のリスク】

　当社の経営成績、財政状況及び株価等に影響を及ぼす可能性について、四半期報告書提出日現在において判断したも

のであります。

　当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

（１）　業績の状況

　当第２四半期会計期間（７月～９月）の国内経済は、日銀短観（10月）によれば輸出と生産にかげりがみえて景気

は足踏み状態にあり、依然として厳しい状況が続いています。当社事業に影響を与える環境法令等の動向では、大気汚

染防止法及び水質汚濁防止法の一部改正がありました。これは、一部の企業の工場が自社内で行った測定について、ば

い煙等測定データを未記載や改ざんが発覚したことから、罰則規定を創設するとともに排出状況の把握と抑制に必要

な措置の実施を求める法改正です。多くの企業では内部統制及び不正リスク管理を強化する傾向にあるので、第三者

機関に環境測定や環境監査を委託する企業が増加する契機になると思われます。また資産除去債務に関する会計基準

が４月１日以降開始する事業年度から原則適用になりました。これまで取引実績のない多数の企業からアスベスト除

去費用積算の委託があり、新規取引開始の機会になりました。

　当第２四半期会計期間の受注高は、受注高８億72百万円（前年同期比１億37百万円増、同18.8％増）であり、売上高

は７億28百万円（同24百万円減、同3.2％減）になりました。受注高は環境調査分野が６億74百万円（同１億74百万円

増、同34.9％増）となりましたが、コンサルタント分野60百万円（同30百万円減、同33.4％減）、その他分野１億37百

万円（同６百万円減、4.6％減）であります。当第２四半期会計期間末の受注残高は13億73百万円（同44百万円減、

3.1％減）であります。これは前事業年度から繰り越した受注残高が４億76百万円（同２億36百万円減）であったこ

とによります。

　損益面では受注量に連動した外注費の減少により、売上原価５億39百万円（同17百万円減）、販売費及び一般管理費

２億24百万円（同８百万円増）となりました。営業損失は35百万円（前年同期の営業損失19百万円）、経常損失49百

万円（同経常損失33百万円）、四半期純損失34百万円（同四半期純損失25百万円）となりました。

　なお、当社が受注する物件は事業年度末までを契約期間とする調査業務が多く、第４四半期（１～３月）に年間売上

高のおよそ40％が計上されます。また人件費・営業経費等の固定費は毎月ほぼ均等に発生するため、第３四半期まで

は営業損失が生じる季節的な特徴があります。

 

（２）　キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における資金は５億29百万円となり、第１四半期会計期間末に比べて１億72百万円減少

（前年同期間２億25百万円減少）しました。

　なお、資金とは預入期間が３ヶ月を超える定期預金を除く現金及び現金同等物をいいます。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動による資金の動きは、２億28百万円減少（前年同期間１億51百万円減少）しました。税引前四半期純損失

49百万円を計上し、たな卸資産の増加による支出（１億44百万円）、売上債権の増加による支出（82百万円）及び減

価償却費の計上（42百万円）等によります。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

投資活動による資金の動きは、20百万円減少（前年同期間0.5百万円増加）しました。主として有形固定資産の支出

等によるものです。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

財務活動による資金の動きは、76百万円増加（前年同期間74百万円減少）しました。前事業年度中に調達した短期

借入金等の返済及び当年度の運転資金を調達した結果、短期借入金の純増減額は１億円増加となりました。また長期

借入金の約定返済により17百万円を支出しました。
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参考：要約キャッシュ・フロー計算書　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日　
至　平成22年９月30日）　

　営業活動によるキャッシュ・フロー △228,851

　投資活動によるキャッシュ・フロー △20,339

　財務活動によるキャッシュ・フロー 76,441

　現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △172,750

　現金及び現金同等物の期首残高 702,102

　現金及び現金同等物の四半期末残高 529,351

 

（３）　事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　また、前事業年度に掲げた課題については、当第２四半期会計期間も引き続き取り組んでおります。

 

（４）　研究開発活動

　当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は10百万円であります。

　なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）　資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社の事業は、受託した調査を４月に着手して年度末３月に完了する業務が多いことから、期末時の売掛金残高は

年間売上高のおよそ３分の１になり、翌事業年度の４～５月に回収しております。人件費・外注委託費等の営業費用

は毎月支払いが発生することから、運転資金は銀行からの借入金により調達し、売掛金回収時に返済しています。 

　当第２四半期会計期間末の総資産は52億65百万円となり、前事業年度末に比べて３億12百万円減少いたしました。流

動資産は19億36百万円（前事業年度末比２億97百万円減）、固定資産は33億29百万円（同14百万円減）であります。

流動資産増減の主な要因は受取手形及び売掛金回収により７億３百万円減少、仕掛品３億28百万円増加、繰延税金資

産１億３百万円増加したことによります。固定資産増減の要因は主として減価償却費の計上及び測定・分析機器の経

常的な更新によるものです。

　負債は37億47百万円となり、同１億31百万円減少いたしました。主に借入金の返済によるものです。有利子負債残高

は28億41百万円（リース負債66百万円を含む）であります。

　純資産は15億18百万円となり、同１億81百万円減少いたしました。当第２四半期純損失１億68百万円及び剰余金の配

当12百万円を計上したことによるものです。

 

（６）　経営者の問題認識と今後の方針について

　受注高は第２四半期累計期間では前年同期間に比して全般的には横ばい傾向となりました。

　第２四半期会計期間以降、新規事業開発に係る土壌・地下水汚染調査が増加傾向にあり、年度末に向けて国内経済が

緩やかに回復すると見込んでいます。

　当事業年度の経営目標は、前事業年度に引き続いて当期純利益の確保（黒字化）であります。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成22年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,208,270 4,208,270

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株

計 4,208,270 4,208,270 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日　
－ 4,208,270－ 759,037 － 757,701

　

EDINET提出書類

株式会社環境管理センター(E04972)

四半期報告書

 9/27



（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

水落　陽典 東京都小平市　 653 15.52

環境管理センター従業員持株会 東京都日野市上田129 441 10.48

片柳　健一 東京都杉並区 226 5.39

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 150 3.56

飯田　冨美子 東京都八王子市 136 3.23

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海1-8-12 130 3.08

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 130 3.08

後藤　一郎 東京都八王子市 129 3.06

明治安田生命保険相互会社 東京都中央区晴海1-8-12 100 2.37

多摩信用金庫 東京都立川市曙町2-8-28 90 2.13

計 － 2,186 51.96
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　－　 － －

議決権制限株式（自己株式等） 　－　 － －

議決権制限株式（その他） 　－　 　－ －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　

普通株式  　　　 100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式   4,207,700 42,077 －

単元未満株式　（注） 普通株式         470 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数             4,208,270 － －

総株主の議決権 － 42,077 －

　（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式38株が含まれております。 

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）　

株式会社環境管理セン

ター

東京都日野市上田１２９

番地
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00　

　 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 210 212 175 170 155 405

最低（円） 158 145 153 155 99 104

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 722,351 782,146

受取手形及び売掛金 549,251 1,252,543

仕掛品 492,775 164,445

貯蔵品 8,165 7,061

前払費用 35,766 19,256

繰延税金資産 112,934 9,526

その他 19,139 8,165

貸倒引当金 △3,844 △8,779

流動資産合計 1,936,539 2,234,366

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,755,699 1,796,634

機械及び装置（純額） 87,422 88,727

土地 1,107,645 1,107,645

その他（純額） 144,946 111,187

有形固定資産合計 ※1
 3,095,713

※1
 3,104,195

無形固定資産

ソフトウエア 27,292 31,686

その他 7,319 7,382

無形固定資産合計 34,611 39,068

投資その他の資産

差入保証金 136,249 142,149

その他 84,131 84,023

貸倒引当金 △21,422 △25,252

投資その他の資産合計 198,958 200,920

固定資産合計 3,329,284 3,344,185

資産合計 5,265,823 5,578,551

負債の部

流動負債

買掛金 70,550 103,781

短期借入金 2,250,000 2,350,000

1年内返済予定の長期借入金 70,008 76,588

リース債務 15,650 9,629

未払法人税等 9,564 18,703

未払金 70,589 130,134

未払費用 55,831 62,705

前受金 94,094 19,582

その他の引当金 ※3
 9,067

※3
 91

その他 16,332 26,232

流動負債合計 2,661,689 2,797,448
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

固定負債

長期借入金 454,972 489,976

リース債務 50,823 20,750

繰延税金負債 1,253 1,241

退職給付引当金 473,959 467,035

役員退職慰労引当金 102,216 102,216

資産除去債務 2,600 －

固定負債合計 1,085,825 1,081,219

負債合計 3,747,515 3,878,668

純資産の部

株主資本

資本金 759,037 759,037

資本剰余金 757,701 757,701

利益剰余金 196 181,359

自己株式 △38 △25

株主資本合計 1,516,897 1,698,073

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,411 1,809

評価・換算差額等合計 1,411 1,809

純資産合計 1,518,308 1,699,883

負債純資産合計 5,265,823 5,578,551
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（２）【四半期損益計算書】
　【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 ※1
 1,319,622

※1
 1,155,096

売上原価 1,031,559 939,038

売上総利益 288,062 216,058

販売費及び一般管理費

役員報酬 27,150 20,550

給料及び手当 197,263 220,937

福利厚生費 35,576 36,649

退職給付費用 17,414 19,708

交際費 3,433 3,352

旅費及び交通費 16,904 17,893

賃借料 27,548 19,888

地代家賃 12,417 11,379

租税公課 2,961 4,361

事業税 4,037 4,031

支払手数料 32,887 32,618

研究開発費 21,917 20,602

減価償却費 9,860 9,943

その他 45,273 34,763

販売費及び一般管理費合計 454,647 456,681

営業損失（△） △166,584 △240,622

営業外収益

受取利息 962 743

受取配当金 845 1,055

受取手数料 － 1,467

還付加算金 4 －

その他 2,914 1,645

営業外収益合計 4,726 4,911

営業外費用

支払利息 31,995 31,868

その他 702 403

営業外費用合計 32,698 32,272

経常損失（△） △194,556 △267,983

特別利益

貸倒引当金戻入額 7,450 6,828

特別利益合計 7,450 6,828

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,972

特別損失合計 － 4,972

税引前四半期純損失（△） △187,106 △266,127

法人税、住民税及び事業税 5,949 5,533

法人税等還付税額 △378 －

法人税等調整額 △84,479 △103,122

法人税等合計 △78,908 △97,589

四半期純損失（△） △108,197 △168,538
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 ※1
 752,813

※1
 728,620

売上原価 556,226 539,209

売上総利益 196,586 189,411

販売費及び一般管理費

役員報酬 10,275 10,275

給料及び手当 98,201 110,976

福利厚生費 17,031 19,056

退職給付費用 8,250 10,517

交際費 1,607 1,712

旅費及び交通費 8,477 9,423

賃借料 13,404 9,599

地代家賃 6,189 5,689

租税公課 994 1,191

事業税 2,423 2,414

支払手数料 11,276 14,164

研究開発費 11,590 10,291

減価償却費 4,939 4,969

貸倒引当金繰入額 251 －

その他 20,673 14,157

販売費及び一般管理費合計 215,588 224,440

営業損失（△） △19,001 △35,029

営業外収益

受取利息 480 366

受取配当金 215 215

受取手数料 － 381

還付加算金 4 －

その他 1,154 733

営業外収益合計 1,853 1,696

営業外費用

支払利息 16,103 15,660

その他 702 291

営業外費用合計 16,806 15,952

経常損失（△） △33,954 △49,284

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 199

特別利益合計 － 199

税引前四半期純損失（△） △33,954 △49,085

法人税、住民税及び事業税 2,935 2,766

法人税等還付税額 △378 －

法人税等調整額 △11,048 △17,687

法人税等合計 △8,491 △14,920

四半期純損失（△） △25,463 △34,164
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △187,106 △266,127

減価償却費 82,536 83,644

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,253 △8,764

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,201 6,923

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10,780 －

その他の引当金の増減額（△は減少） △9,778 8,975

受取利息及び受取配当金 △1,807 △1,798

支払利息 31,995 31,868

有形固定資産売却損益（△は益） △83 －

有形固定資産除却損 702 288

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,972

売上債権の増減額（△は増加） 814,342 778,277

たな卸資産の増減額（△は増加） △241,644 △329,434

仕入債務の増減額（△は減少） △89,676 △21,470

未払消費税等の増減額（△は減少） △71,213 △26,314

その他の流動資産の増減額（△は増加） △14,053 △10,105

その他の負債の増減額（△は減少） △11,442 △79,032

小計 279,534 171,901

利息及び配当金の受取額 2,285 2,291

利息の支払額 △52,466 △34,597

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △11,721 △8,839

営業活動によるキャッシュ・フロー 217,631 130,756

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △193,000 △193,000

定期預金の払戻による収入 193,000 243,000

有形固定資産の取得による支出 △2,999 △28,539

有形固定資産の売却による収入 3,905 －

無形固定資産の取得による支出 △650 △1,259

その他 12,111 △26

投資活動によるキャッシュ・フロー 12,366 20,174

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 △100,000

長期借入金の返済による支出 △44,964 △41,584

リース債務の返済による支出 △4,381 △6,681

自己株式の取得による支出 － △12

配当金の支払額 △14 △12,448

財務活動によるキャッシュ・フロー △249,359 △160,726

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △19,361 △9,795

現金及び現金同等物の期首残高 722,434 539,146

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 703,072

※1
 529,351
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【継続企業の前提に関する事項】

　当第２四半期会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　　該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期累計期間

（自　平成22年４月１日　

　  至　平成22年９月30日）

　会計処理基準に関する

　事項の変更

(１)資産除去債務に関する会計基準の適用　

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当第２四半期累計期間の売上総利益は397千円減少し、営業損失、経常損

失は、それぞれ403千円増加、税引前四半期純損失は5,375千円増加しております。また、

当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は2,536千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期損益計算書関係）

　１　　前第２四半期累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取手数料」は、営業外

収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期

累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取手数料」は692千円であります。

　２　　前第２四半期累計期間において営業外収益に区分掲記しておりました「還付加算金」は、当第２四半期累計期間で

は金額の重要性が小さくなったため、「その他」に含めて表示しております。なお、当第２四半期累計期間の「還

付加算金」は25千円であります。

　

 当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期損益計算書関係）

　１　　前第２四半期会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取手数料」は、営業外

収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期

会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取手数料」は349千円であります。

　２　　前第２四半期会計期間において営業外収益に区分掲記しておりました「還付加算金」は、当第２四半期会計期間で

は金額の重要性が小さくなったため、「その他」に含めて表示しております。なお、当第２四半期会計期間の「還

付加算金」は25千円であります。　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の評価方法 　収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切

下げを行っております。

３．経過勘定科目の算定方法 　合理的な算定方法による概算額で計上しております。

４．繰延税金資産の回収可能性の判断　 　繰延税金資産の回収可能性の判定に関して、前事業年度末以降に経営環境等

に著しい変化がなく、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られる場合には、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっており、前事業年度末以降に経営環

境等に著しい変化があるか、または、一時差異等の発生状況に著しい変化が認

められた場合には、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法

によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,914,811千円で

あります。　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,842,517千円で

あります。　

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

４行と当座借越契約を締結しております。これら契約

に基づく当四半期末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

４行と当座借越契約を締結しております。これら契約

に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座借越限度額の総額 1,350,000千円　

借入実行残高 1,050,000

 差引額 300,000千円　

当座借越限度額の総額 1,350,000千円　

借入実行残高 1,150,000

 差引額 200,000千円　

※３　その他の引当金の内訳は次のとおりであります。 ※３　その他の引当金の内訳は次のとおりであります。

受注損失引当金 9,067千円  受注損失引当金 91千円

　

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　当社が受注する物件の多くは事業年度末までを契約期

間とする受託業務が多いことから、第２四半期累計期間

の売上高には、季節的な特徴を有しております。

　なお、当第２四半期累計期間と前事業年度の売上高の

割合は、次のとおりです。

※１　当社が受注する物件の多くは事業年度末までを契約期

間とする受託業務が多いことから、第２四半期累計期間

の売上高には、季節的な特徴を有しております。

　なお、当第２四半期累計期間と前事業年度の売上高の

割合は、次のとおりです。

　当第２四半期累計期間（Ａ） 1,319,622千円

　前事業年度　（Ｂ） 4,302,252千円

　（Ａ）／（Ｂ） 30.7％　

　当第２四半期累計期間（Ａ） 1,155,096千円

　前事業年度　（Ｂ） 3,705,755千円

　（Ａ）／（Ｂ） 31.2％　

前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　当社が受注する物件の多くは事業年度末までを契約期

間とする受託業務が多いことから、第２四半期会計期間

の売上高には、季節的な特徴を有しております。

　なお、当第２四半期会計期間と前事業年度の売上高の

割合は、次のとおりです。

※１　当社が受注する物件の多くは事業年度末までを契約期

間とする受託業務が多いことから、第２四半期会計期間

の売上高には、季節的な特徴を有しております。

　なお、当第２四半期会計期間と前事業年度の売上高の

割合は、次のとおりです。　

　当第２四半期会計期間（Ａ） 752,813千円

　前事業年度　（Ｂ） 4,302,252千円

　（Ａ）／（Ｂ） 17.5％　

　当第２四半期会計期間（Ａ） 728,620千円

　前事業年度　（Ｂ） 3,705,755千円

　（Ａ）／（Ｂ） 19.7％　
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

(千円)

(平成22年９月30日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 896,072

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△193,000

現金及び現金同等物 703,072

　

現金及び預金勘定 722,351

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△193,000

現金及び現金同等物 529,351

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 4,208,270株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 138株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

配当金支払額　 

(決議）
株式の種類

　
配当金の総額
（千円）　

１株当たり
配当額
（円）

基準日　 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日

定時株主総会　
普通株式　 12,624　 3.00平成22年３月31日平成22年６月25日利益剰余金

　

 

（金融商品関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）

受取手形及び売掛金が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著

しい変動が認められます。

　

科目
四半期貸借対照表計上額（千

円）　
時価（千円）　 差額（千円）

　受取手形及び売掛金 　549,251 　549,251 　－

(注）金融商品の時価の算定方法

　　 受取手形及び売掛金

　　　　　  　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。　

　

（有価証券関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）

　有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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（デリバティブ取引関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

前第２四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期会計期間（自　平成21

年７月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。　

 

当第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）及び当第２四半期会計期間（自　平成22

年７月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。　

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第２四半期会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）

　資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）及び当第２四半期会計期間（自　平成

22年７月１日　至　平成22年９月30日）

   当社の事業は、環境計量証明事業並びにこれら関連業務の単一事業であることから、開示対象となるセグメ

ントはありませんので記載を省略しております。

 　

  （追加情報）

　  第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

　　　

（賃貸等不動産関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 360.80円 １株当たり純資産額 403.94円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

 純資産の部の合計額（千円） 1,518,308 1,699,883
普通株式に係る純資産額（千円） 1,518,308 1,699,883
差額の主な内訳（千円） － － 
普通株式の発行済株式数（株）　         4,208,270  4,208,270
普通株式の自己株式数（株）  138 60
１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（株）

         4,208,132 4,208,210

 

２．１株当たり四半期純損失金額等

（１）第２四半期累計期間　

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △25.71円 １株当たり四半期純損失金額（△） △40.05円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（△）（千円） △108,197 △168,538

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（千円）
△108,197 △168,538

期中平均株式数（株） 4,208,210 4,208,171
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（２）第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △6.05円 １株当たり四半期純損失金額（△） △8.12円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（△）（千円） △25,463 △34,164

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（千円）
△25,463 △34,164

期中平均株式数（株） 4,208,210 4,208,132

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）及び当第２四半期会計期間（自　平成22

年７月１日　至　平成22年９月30日）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第２四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年

度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

株式会社環境管理センター

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗原　安夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日高　真理子　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社環境管理セ

ンターの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第40期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社環境管理センターの平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了

する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月12日

株式会社環境管理センター

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉野　保則　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日高　真理子　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社環境管理セ

ンターの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第41期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年７月１日から平

成22年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社環境管理センターの平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了

する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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